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2006年7月 か ら同年10月 まで勤務 先 の神 奈川大 学 よ り短期在 外研修 の機
会 を与 え られ た。 西 お よび東 ヨー ロ ッパ諸 国、 す なわ ち ドイ ツ は3年 ぶ り
で あ るが、 イギ リスに関 して は23年 ぶ り、 ポル トガル ・スペ イ ン・フラ ンス ・
ベ ル ギー ・ハ ンガ リー に関 して は11年 ぶ り、 ル ーマ ニ ア に関 して は初 めて
の研修 のための 出張 で あ る。本 稿 で は、 その際、大 学、各 国 の専 門機 関 ・研
究所等 で収集 した情報 や その他 滞在 中 あ るい は通 りすが りに直 に見 聞 し、肌
身 に感 じた事 象 も織 り込 み な が ら、 環境 問題 ・規制 、環 境 会 計、CSR経 営
会 計 の現 状 お よび動 向 に関 して論 じる。
1問 題の提起
今 回 の研 修 で は、最 近 、停 滞 気 味 で あ る環境 会計 の現状 とCSRの 展 開 の
状 況 を調 査、 ヒア リング、資料収 集等 す るこ とに主 た る目的が あった。本稿
のテー マに関連 して、特 に印象 に残 るのは、 デュ ッセ ル ドル フ大学 訪 問第1
日目に、 「環 境会 計 は、 ドイ ツで は も う基 礎概 念 の研 究 は済 み、 その技 法 や
実務 へ の応 用段 階 に入 って い る」と12年 前 の在外研修 で の恩 師G.R.Wagner
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教 授が語 った言葉 で あ る。 また後 述 す るよ うに、 ブ リュ ッセ ル にあ るEU本
部環 境総局 訪問 の際 に も、 同様 の趣 旨の言葉 をイ ンタビュー にお いて関係者
か ら しぼ しば聞 いた。Wagner教 授 が コンピ ュー タのデ ィス プ レイで示 して
くれ た経 済 ・環 境 ・社 会 に関 して比 較 した シ ェー マ 〔表1〕1か らも この こ
とが読 み取 れ た。 さらに 「これか らは コス ト面 よ りも、社 会 的側 面 に重点が
移 る こ とにな るで あろ う」 とも述 べて い る。
会 計 学 を研 究 す る者 として は 自分 の居 場所 が狭 め られて い くの を感 じた。
しか し、 この流 れ を率直 に受 け入 れ、筆者 な りに貢献 で き るこ とを探 求 した
い。 この よ うにCSRを 重視 しよ う とす る流 れ は、着 実 に進展 して い る よ う
に見 受 け られ る。本稿 で はその展 開過程 に関 して論 じる。
皿 環境規制 ・会計の意義と現状
地 球 ・自然 環境 に関 して経 営 ・会計 学 の領 域 で は、1980年 代後 半 まで姐
上 に乗 るこ とは全 くなか った。環境 といえ ば、単 に市場環境 を指 す に過 ぎな
かった。 しか し、 自然資源 の有 限性 、 自然環 境破壊 に よる修 復 困難性等 、環
境 問題 が よ り現実 の もの として顕在化 し、企 業経営 上で も無 視 しえな くな っ
た。 これ に伴 い企業 実践 にお いて も学 問にお いて も環 境 問題 と正 面か ら対峙
しな けれ ば な らな くなった。地 球資 源 ・環境 の有 限性 、 「地 球 は次 世代 以降
か らの借 りもので あ る」 とい う世代 間 の平 等説 は、 さ らに、環境 問題 の緊急
な解決 を迫 る こ とにな る。 その よ うな環境 問題 に アプ ローチ して、 その解 決
のた めの1つ のツー ル を提供 す るのが環境(経 営)会 計 で あ る。 す なわ ち、




図 表 は 巻 末 に 記 載 。
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牲 と環境 負荷 削減 の効果 を測 定 ・表示 す る とともに、経営 意思決定 に有用 な
情報 を提供 す るのが、環 境会計 の役割 で あ る。
しか し、 ドイ ツにおいて最近 で は、 これ までの よ うな環境会 計 の基 本 的 コ
ンセ プ トの研 究 はほ とん ど終 わ り、 その ツールや実践 的研 究 、例 え ば環境効
率 や資 源 管 理 会計研 究2の 問題 に移 って い る。 また、EU環 境 総 局 で は、環
境会 計 に関 して は統 計局 で数量化 され た数値 を使 うだ けで、総 局 自体 は環境
会 計 的な もの に係 わ って い ない。 過去 に唯一 係 わった の はEMASで あ るが、
これ とて も義務 化 はな く、各 国 ・各企業 に任せ て い る3と い う。
EUに お け る環境 政 策 は、 ヨハ ネ ス ブル ク ・サ ミッ トで持続 可 能 な開発政
策 が基 盤 とな り、 リスボ ン戦略 で は、知 的べ 一ス に よる近代 的持続可 能 な開
発 が盛 り込 まれ、社会 、経済 、環 境 を3つ の柱 と して据 えた。1970年 以来 、
EUの 環境 行動 計画 が策 定 されて きたが、現在 は その第6次 計画 で、気候 変動 、
バ イオ、環 境 と健康 、持 続 的資 源開発 が テーマで あ り、 この行 動計画 の達成
のた めの ツール の1っ が環 境会計 で あ る。
と ころで 、環 境 政 策 当 局 に お け る当面 の テ ー マ は、 イ ギ リス、 ス ペ イ
ン、 フ ラ ンス、 ドイ ツ、 そ の他 のEU諸 国 に お いて 京都 議 定 書 の遵 守 、 そ
れ と関連 した排 出権 取 引 の 問題 で あ る。 さ らにEUの 「電 気 電 子機 器 廃 棄
物 に関 す る欧 州 議 会 ・連 合 指 令 」(WEEE,2002/96/EC4)、 「電 気 電 子 機 器
に含 有 され る特 定 有 害 物 質 の使 用 制 限 に関 す る欧 州 議 会 ・連 合 会 の指 令)
(RoHS,2002/95/EC5)」 、EMAS改 定 等 の問題 が あ る。後 者 の改 定 は競 合 す












ヨ0ロ ッパ諸 国 における環 境会 計 の新展 開105
1.排 出権 取引
イ ギ リス、 スペイ ン、 フ ランス、 ドイ ツ、 ベル ギー等 で も議論 とな って い
るEU諸 国 にお け る当面 の環 境会 計 の最 大 のテ ーマ は、 前述 の よ うに温 暖化
ガス 削減 の問題 で あ り、京 都議 定書 との 関連 が ク「ロー ズ ア ップ され て い る。
この 削減 量達成 に関 してEU各 国 にお いてバ ラつ きが あ り、 ドイ ツや イ ギ リ
スの よ うにすで に達成 の見込 みが ついて い る国 もあれ ば、経 済成長 率 の高 い
スペ イ ンの よ うに四苦八苦 して い る ところもあ る。 さ らに、新 たな加 盟諸 国
との格 差 の問題 も無視 で きない。 そ こで 旧加 盟 国 と新加盟 国 との間 の排 出権
取 引売買 の問題 も浮上 す る。廃 棄物 の域 内輸 出問題 と同様 に排 出権 に関 す る
売買取 引が行 われ るこ とに もな る。
2.WEEE
この指令 は、電気 ・電子機・器廃棄 物 に よる資 源消 費 と環境汚 染 を逓 減 させ
るこ とを 目的 とし、 その廃棄物 を分別 、再利用 しな けれ ばな らない こ とを定
めて い る。
この指 令 は、EU諸 国 す べ て に関連 す る もの で あ るが、 例 えば フ ラ ンス
政 府 は、EUの 規 制 「電 気 電 子 機 器 廃 棄 物 に関 す る欧 州 議 会 ・連 合 会 指 令
(WEEE)」(2002/96/EC)な らび に 「電 気 電 子 機 器 に含 有 され る特 定 有 害
物 質 の使 用 制 限 に関 す る欧州議 会 ・連 合会 の指令(RoHS)」(2002/95/EC)
の国 内法 制化 を進 めて い る。2006年3月 末 まで に政 令 を補 完 す る省 令 が発
せ られ たが、 それ な りのルー ル を厳 格 に作 った フ ランスで さえ開始 は更 に後
ろにズ レ こん でい る。
対象 とな る電気電 子機 器 は、EU指 令 と同様 に電流 ・電磁 波 に よ り機能 す
る機 器、 お よび電流 ・電磁 場 を発 生 ・伝達 ・計測 す る機 器で あ って一・定 電圧
以下 で使用 され るもの、な らび に これ らの構成 部 品で あ る。具体 的 には、大 ・
小型 家庭用電 気機器 、情報 通信機 器、 民生用 電子機 器 、照明器具 、電気 電子
工具 、玩具 レジ ャー及 び運 動用 機 器、 医療機 器 、監 視制御装 置 、 自動販売機
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の10区 分 として い る。 こ こで家庭 用 電気 電子機 器廃 棄物 とは、 業務用 目的
で あ って も、機 器 の性 質 お よび販売経 路 が家庭用機 器 に類 似す る もの も含 め
て い る。
製造業者 は、選別 回収 された家庭用 電気電 子機 器廃 棄物 を、機器 が上 市 さ
れ た 日付 に よ らず、 自 らまた は委託 して処 理 しな けれ ばな らない。製造業者
は、①政 府認 可 を受 けたエ コ ・オ ーガニ ズ ムへ の加 入、 また は②政 府 の承諾
を受 けた独 自の処理 シス テム を設置 、の いずれか によ りこの義務 を遂行 す る
よ うに定 めて い る。WEEE指 令 に規 定 され た住 民1人 当た りの年 問 回収 重
量(4kg)は 、2008年 末 まで に達成 す るこ とにな った。 また、 登録 と リサ
イ クル状況 を監 督 す るWEEE管 理 委員 会 が、 関連 大 臣 と地 域政 府 の代 表 に
よって設置 され てい る6。
電気 電子機器 は、解体 お よび有効利用 が容 易 な方法で設 計 ・製造 され る こ
とが要請 され 、2005年8月13日 以 降市場 に出回 る電 気 電子機 器 に は、製造
業 者 ・輸 入業者 が特 定で き、政 令 の対象 と識 別 で きる(絵)表 示 を付 す こ と
が義務 づ け られて い る。
家庭用 電気電 子....の 選別 回収規定 に関連 して製 造業者 ・流 通業 者 の義務
お よび地方 自治体 の役 割が派 生す る。製造業 者 は、政 府認 可 の調整機 関へ の
分 担金 の支 払い、 あ るい は政府公 認 の設置選 別 回収 システ ムに よ る選別 回収
が義務 づ け られ、 また、流通業 者 は、販売 品 に関 して消費 者の要請 に応 じて
無料 回収 しな けれ ばな らない。 さ らに、地 方 自治体 は、 日本 の一般 廃棄物 と
同様 に、 自治体 が 回収処理 して い るが、家庭用 電気 電子機 器廃 棄物 に関 して
は、選 別回収 にか かわ る追加 費用 につ いて は調整機 関 を通 じて受 け取 るこ と
が で き る7と 規 定 され て い る。
6JETROパ リセ ンター 「フ ランス にお ける電 気電子機 器廃 棄物(WEEE)規 制 の運用 につ いて 」等
2006.s.
7同 上。
ヨーロッパ諸 国 における環 境会計 の新展 開107
3.RoHS
電 気 電子 機 器 製 造 ・輸 入 にお い て は、RoHS指 令 に対応 して特 定 物 質 の
含 有 が禁 止 され、 その対象 は2006年7月1日 以 降 に市場 で流 通 す る電 気電
子機 器 を対 象 とす る。本 指令 で は、 カ ドミウムCd、 鉛Pb、 水銀Hg、 六価
クロムCr6+(以 上 はEW廃 自動車 指令 で排 出が規制 され た4物 質 で あ る)
に加 えて2種 類 の臭素 系難 燃剤PBB(ポ リ臭化 ビフ ェニ ル)、PBDE(ポ リ
臭化 ジ フ ェニルエ ーテ ル)の 合 計6物 質 は、対象電気 電子機 器 に対 して使用
禁止 にな る。 電気電 子機 器 も自動車 同様 に、部 品点 数が多 く種 々の材料 ・物
質 を使用 してい る ことか らサ プ ライチ ェー ン全 体 にわた り製造 中の有害物質
を管 理 す る こ とが 生産 者 の責任 とな る(島 津 製 作所TOPニ ユー ス)8。 上述
の規定 同様、 この規 定 も検査機 関 を持 ってい ない よ うな中小企 業 には非 常 に
厳 しい指令で あ る。
皿(SR経 営会計の展開
この ような環 境会 計 に対 して、社会 的観 点か ら自然 環境 だ けで な く、企業
の行 動規 範 す なわ ち企 業倫 理、 法令 遵守 、社会 貢 献、 人権 尊重 、男 女平 等、
ビジネス関係 等広範 な社 会 的観 点 を織 り込 んだ よ り広 い観 点か ら企業 を評価
す る必 要 が あ る とい う考 え方 に立 つ の が、CSR経 営会 計 の基 本 的 な コンセ
プ トで あ る。EUに お いて も、環境 だ け を特 別 扱 いす るこ とな く、CSR全 般
にシ フ トして い る。
た だ、CSRの 内容 に どの よ うな もの まで を含 め るべ きか 、 どの項 目に重
点 を置 くか は、 ドイ ッ、 アメ リカ、 日本 、 その他 ヨー ロ ッパ諸 国、 それ ぞれ
の国 々 に よって必ず しも____す るわ けで はない。
8JETROパ リセ ンター:前 掲報 告書 。
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CSR経 営会 計 が 注 目 され る よ うにな った主 要 な理 由 と して、① 多種 多様
なステー クホル ダーの増 大 に伴 い、彼 らの企 業 に対す る発 言力が増 し、社会
的側 面 の重視 が叫 ばれ る ようになった こ と、②GRTsガ イ ドライ ン等 の公 表、
③企 業 を取 り巻 く環境 の変化等 に よる。
以下 で は、各企 業 で その行動 憲章 を設定 して い るが、 その中で一般 的 に取
り上 げ られ る項 目(前 述 の環 境 関係 は除外 す る)を 中心 に簡 潔 に論 評 す る。
(1)企 業倫 理
企 業倫 理 とは、利潤原 理 に従 って現行 法 の枠 内で行 われ る具体 的な企 業活
動 が その内外 の利害 関係者 集 団 との問の対立状 況 におい て、 その行動 を平和
的 に指導 す るよ うな対話 的 な合 意形成 の ための手続 きで あ る1。
日本経 団連 の 「企 業行 動憲章 」 に も記載 されて い るよ うに、企 業 が高 い倫
理観 の も とに経 済社 会 に貢献 す る とは どの よ うな こ とか。 あ る日系在 ドイ ツ
企 業 の行 動 憲章IIで は、 「公 正 な企 業 活動 」 とい う項 目で示 され て い る。 そ
の具体 的 な内容 として、公 正、透 明 かつ誠実 な企 業活 動 を推進 し、正確 かっ
適正 に記録 し、 自由な競 争 を行 う として い る。
この項 目は、常識 的で あ るが ゆ え に、抽象 的 なため各国 において統 一 的な
解釈 が 困難で あ る。
(2)法 令遵 守
ここで法令 とは、必 ず しも明文化 され た実 定法 だ けを指 すので はな く、 そ
の周辺 の慣 習法 ・規 則等 を も含 む広義 の もので あ る。 また遵守 す る法令 の範
囲 を どの程 度 まで広 げ るべ きか が問題 とな る。
9GlobalReportingInitiativeは 、1997年 にCERES、UNEP、 各 国企 業、会 計士 団体 、NPO等 によっ
て、環 境報 告書 の作成 を グローバ ル ・ス タ ンダー ド化 す るた めに創設 された。GRIで は、1999
年3月 に、 『持続 可能 な報 告 ガ イ ドライ ン』草 案 を発 表 し、2000年6月 には、 『持続 可能 な報 告
ガイ ドライ ン』(2000年 確 定版)を 公 表 して いる。
lo万 仲脩一 「企業倫 理学一 シ ュタイマ ン学派 の学説一 」2004年 、146頁 。
ll担 当者 が企業名 の公 開望 まず。
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EU環 境 総 局 の担 当官が挙 げた例 として、 ア フ リカの稀 少 な天然木材 を使
用 した木製 品、 ヨー ロ ッパ で は法律 上 も、環境保 全上 も使用 す るこ とが禁 じ
られ てい る原材 料 を使 った製 品の 中国か らの輸 入禁止 等が あ る。
詳細 な法規制 を各 国 に任 せ た場合 、 あ る国 には合法 で も、他 の国 には違法
とい うよ うなケ ースが しば しば生 じる こ とにな る。
(3)社 会 的貢献
現代 企 業 には、 社会 的課 題解 決 のた め企 業 市民 と して地域 社 会 、NPO市
民活動 に貢献 す る こ とも要請 され るよ うになった。
ア メ リカ におい て はCSRを 構 成 す る項 目の 中で最 も重要 視 され る項 目の
1っ で あ る。例 えぼ、A社 はBと い う慈善事業 団体 に どれ だ けの寄 付 を した
か、あ るい は文化 ・芸術活 動 に奨 励金 を拠 出 したか といった ような もので ある。
極端 な例 として、企業 活動 の他 の面 で、 あ る程度損 害 を与 えて も、 イメー
ジァ ップの た め に社 会 的貢 献 をすれ ばそれ が 「免 罪符 」 とな って、CSR経
営会計 上、 その評 価 が上 が る とい う矛盾 を含 んで い る。
(4)人 権尊 重
人権(Humanrights)と は、広 辞苑 に よれば、人 間 が人 間 と して生 まれ
なが らに持 ってい る基本 的 な権 利'2で あ る。
企業 におけ るあ らゆ る活動 の局面 にお いて従 業員、株 主、債 権者 、0般 消
費 者 等 の人権 を尊重 す る とい うこ とで あ る。 日本経 団連 の 「企業 行動 憲章 」
(2004年 改訂)等 に よれ ば、従業 員 の人権 尊重 ・機 会均 等、外 国人 へ の雇用
対応、個 人情報 ・顧客情報 の保護 、従 業員 の多様 性 の尊 重等 が人権 関連 項 目
として挙 げ られ る。
12例 えば、日本国憲法では、その第ll条 で 「国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。
この憲法が国民 に保障する基本的人権は、侵す ことので きない永久の権利 として、現在及び将来
の国民に与 えられる」と規定 している。更 に、第12条 〔十・権利の保持の責任 とその乱用の禁止〕、
第13条 〔個人の尊重 ・幸福追求権 ・公共 の福祉〕、第14条 〔法の平等等〕等の規定がある。
llO国 際 経営論集No.332007
この項 目は、 主観 の介入 す る余地 が大 い にあ る。例 え ば、 あ る国 の人 々 に
は常識 的 な こ とで も他 国 の人 々 には人権 侵害 と捉 え られ る場 合 もあ る。
(5)男 女平 等
企 業 にお いて性別 に よって給料 、昇進 、 その他 あ らゆ る事項 において差別
を しない ことで あ る。ヨー ロ ッパで は男女平 等 に関 して伝統 が あ る とい うが、
意 外 に も ドイ ツにお いて男女 の管 理者 が 同一業務 を して いて も、女性 管理者
の給与 は男性管理 者 の約75%に す ぎない とい う統 計 もあ る13。また、女性 の
管 理職 比 率 につ いて見 る と、 日本 が約10%で あ るの に対 して、 ア メ リカ約
46%、 独 仏 英 は30%台 前 半 で 並 ん で い る'4よ うに、 国 に よって もバ ラつ き
が あ る。 ドイ ツ にお いて、共稼 ぎ家庭 の年配 の者 ほ ど家 事 は女 性に任せ る比
率 が高 い とい う。0面 で は、 日本 以上 に不平 等 な面が あ るこ とも報 告'5さ れ
て い る。
なお、GRIは 、社 会 的パ フォーマ ンス指標 として労働 慣行 と公 正 な労働 条
件(雇 用 、労働/労 使 関係 、安全 衛生 、教 育研修 、多様性 と機 会)、 人権(方
針 とマネ ジ メン ト、差別対策 、児 童労働 、強制 ・義務労働 、懲罰 慣行 、保 安
慣行 、先 住 民 の権 利)、 社会(地 域 社 会、贈 収 賄 と汚職 、政 治献 金、 競争 と
価格 設定)、製 品責任(顧 客 の安全衛 生、製 品 とサー ビス、広告 、プ ライバ シー
の尊 重)の4グ ルー プを挙 げて い る16。
13ド イ ッにおいて フル タイ ム勤務 の税 引前年 収2003年 女性32 ,335ユ ー ロ、男性41,014ユ ーロで、
女性 よ り26.8%多 い。 男女の賃金格 差 は1999年 が30.9%、2000年27.4%、2002年27.2%と な っ
てお り縮 小傾 向 にあ る。 なお、 旧東独 で の男女 賃金 格差12.9%、 旧西 独で は26.7%の 開 きが あ
る(NIKKEI『 在独 日系企業 のた めのロー カル ス タ ッフ人事 ハ ン ドブック2004/2005年 版 』105頁 、
比較:日 本貿易振 興会海 外調査部 『ドイツへの企業進 出 のための基本 事項』2001年 、72頁 。 こ
の件 は、在独 日系企 業担 当者 も指摘 して い る。 これ に関 して は、Wagner教 授 とも見解 の分 かれ
る ところで あ る。
14「 労働市 場 におけ るCSRの あ り方 に関 す る研 究会」(中 聞報 告書)
、
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/06/sO625-Sb.html,2007/OI/03.
15在 独 日系企業担 当者及 び ジェ ンダー研究者 の報 告
。
16GlobalReportingInitiative:SubstinablilityReportingGuidelines
,2002.河 野正 男 ・矢部浩祥 訳
「GRIサ ステナ ビ リテ ィ リポーテ ィ ング ガイ ドライ ン2002」57頁W59頁 。
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IV各 国の概況及びCSR経 営の特色
EUは 中央集 権 的で は ないの で、加 盟 国が増加 す るに従 い その求心 力 も弱
ま り、 その役 割 は懸案事項 を調整 す るに過 ぎな くな った。 旧加盟 国間 で さえ
もCSRの 考 え方 に関 して格 差 が あ る。数 年 前 まで共産 主 義 国で あった 国 と
フランス ・イ ギ リス ・ドイ ツの よ うな国 々 との間で差異 が あ るの は当然 で あ
ろ うと、EU当 局者17は 述べ て い る。
「環境 」か ら 「社会」 へ重点 が移行 す るに従 い、 「環境 」 と 「社 会」 との問
の均衡 が取 れ て きた。EUで は、CSRの 多 くの項 目を包 含す る企 業 の行動規
範 を最 も重視 す るが、具体 的詳 細 な項 目は、各 国政 府、各企 業 の 自主性 に任
せ て お り、EUは コーデ ィネー トす るだ け、 コンセ ンサ ス主導 で あ る。 アメ
リカの よ うに社 会 的貢 献 を特 に重要視 す るこ とはないが、人権 尊重 、男女平
等 の問題 等 は、 ヨー ロ ッパ で は伝統 が あ る。
いずれ にせ よ、EUで は大枠 を決 め、個 別 的詳細 事項 は各 国政 府 に委任 す
る とい う現実 路線 を とって い るのが、最 近 のEUの 特徴 で あ る。 かつ て、 ま
だEU加 盟 国 が 少 なか った時代 は求心 力 も強 か っ たが、2007年 に は ブル ガ
リア とル ー マニ アが 参加 して27力 国 とな っ た拡 大EUの 状況 にお い て は、
現 実 的 な対応 を とらざるを得 な いで あろ う。
さ らに、環 境総 局 のCSR担 当官 に よれ ぼ、 環境 政策 に関 して もい え る こ
とで あるが、今後 は、 よ り多 くの企業 に適用 可能 な よ うに、 中小企業 に関 し
て も配慮 した規 定 ・指 令 の制定 に心 したい とい うこ とで あ る。以 下で は、今
回 の訪 問国 に 日米 を加 えた各 国 の概 況及 びCSR等 の現 状 に関 して簡単 に紹
介 す る。




経済 状況 は順調 で、2006年 度 第1四 半期 の実 質GDP成 長率 は前期0.6%
増 、失業 率5.3%とEU域 内で は低 水 準 に留 まってい る。
世界 で初 めてCSR担 当大 臣を任 命 す る等、CSR先 進 国 ともいわれ るイ ギ
リスで は、企 業 が その活動 や ステ ー クホル ダー との関係 にお いて社会 的 な配
慮 を果 た して い るか否 か が、 早 くか ら注 目 され た。 企 業 が財 務 の他 に、社
会 、 環境 の3つ の 責任 を果 た して い るか否 か を基 準 に した 投資(Socially
ResponsibleInvestment;SRI)が 活発化 して い る'8。また、CSR専 門の ウェ
ブサ イ トも開設 されて い る。
さ らに、 政 府 の対 応 だ け を頼 りに して は時 期 を失 す る と考 え、NGOや
NPOが 直接 、企業 に対 してCSRの 導入 を働 きか けて い る'9。
2.ポ ル トガル
経済 面 で は、主 要産業 で あ る自動車 ・同部 品の輸 出 も振 るわず、失業 率公
表6.7%(2004年)、 実質約20%と もいわれ、慢 性 的な財 政赤字 に悩 んで い る。
街 を歩 いて も、若年 失業者 の群れ に遭遇 した り、散乱 した廃棄物 を しぼ しぼ
見 か け る。
2000年3月 の リス ボ ン欧州理 事会 で採 択 された リス ボ ン戦 略で は、2010
年 を 目標 に欧州 の競 争 力強化 戦 略 と同様 に生涯 教 育、作 業 方法、機 会 均 等、
社会 的結束 と持続 可能 な発展 の分野 で政府 と企業 の連携 が重要 で あ るこ とが
明確 に され た。 また、ISO26000(組 織 の社会 的責 任)の 規 定作 成 の ため の
総会 等 、重要 な国際 会議 が 開催 され て い るが、 自国 内 のCSRの 実 施 は遅 々
として進 展 して いない。例 えば、従業 員 の雇 用 の確保 、環 境保 全 の遅 れ を 目
の当た りに見 た。
182002年 時 点 に お け るSRI残 高 は
、 日本6億 ドル に 対 し 、 イ ギ リ ス3540億 ド ル 、 ア メ リ カ2億
3千 億 ドル で あ る 。http://www.mhlw.go.jp./shingi/2004/06/sO625-8b.html.
以 下 、 各 国 と も表2参 照 。
19http://www .eco-forum.jp/iso/faOO4.htm1,2007/01/03.
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3.ス ペ イ ン
1981年 隣 国の ポル トガル とともにEUに 加盟 したスペ イ ンは、現 在 で は、
GDP世 界 第8位 の経済大 国で あ る。会計 制度 ・環境 ガ イ ドライ ンも、EU指
令 をほ とん どその ま ま採 り入れ るか、 それ に準 拠 してい る。 国 内で法規 化 す
る場合 、同指令 の順 番 を入 れ替 えた り、勘 定科 目名 を変更 す るに過 ぎない20。
CSR実 施 状 況 も、2002年 に比較 し2005年 には倍 増 してお り21、ます ます盛
ん になって い る。
4.フ ランス
2006年 の実質GDP成 長 率見込 は2%、 失業 率 は9.5%ま で下落 した。
イ ギ リス と共 にCSR担 当大 臣 まで置 くCSR先 進 国で あ る。 フ ランスで は
CSR構 成 項 目の うち雇用 の確保 や人権 の尊 重 を最 も重視 して い る。
2001年5月 に成 立 した 「新 経 済調 整 法(NRE)」 にお いて、 社 会 ・環 境
に関 す る活 動 の会計 を年 次報 告書 に含 め る こ とが定 め られ て い る。 しか し、
この報 告義務 は、 上場企業 に限定 され て い る22。また、2003年6月 に は、持
続 可 能 な発展 に向 けた全 国 レベ ル の戦 略 を採択 した。CSR促 進 に向 けた こ
の国家 戦略 は、 国家 レベ ル の レ フ ァレンスシス テ ムの構 築及 びSRIの 開発 、
CSR事 例 の分析 の3つ を主要 な 目標23と した もので あ る。
5.ベ ル ギー
北 の オ ランダ語 圏 と南 の フランス語 圏 との言語 対立 が激 し く、過 去 には分
離独 立運動 が起 こった程 で あ る。企業 進 出で潤 って い る北 の フランダース地
方 が、 南 の ワロ ン地方 よ り裕福 で、 失業 率 も平 均 の8.6%よ りも下 回 って い
2°AnaM .aMartinez-PinaGarcia(HeadofAccountingTechnicalStandardArea,Accounting
andAuditingInstitute,MinistryofEconomyandFinance)2006年7月 の ヒ ア リ ン グ 。
21あ ず さ サ ス テ ィ ナ ビ リ テ ィ㈱ 訳 「KPMG企 業 責 任 報 告 に 関 す る 国 際 調 査2005」
,10頁 。
22JETROパ リ セ ン タ ー 「フ ラ ン ス に お け る社 会 ・環 境 報 告 義 務 と仏 企 業 の 取 り組 み 」2006年8月
。




EU本 部 が所在 す る国で あ り、 ベ ル ギー 自体 も伝統 的 にCSRを 重 ん じる
国で あ る。2004年9月 にベ ル ギー連 邦政 府 は第2次 持続 可 能 な発展 連 邦政
府 計画(2004-2008年)を 発 表 して い るが 、その31項 目の行 動計画 の 中 には、
EU政 策 第6分 野25と の整合性 を維持 した21項 目の計画 の ほか、ペ ル ギー政
府独 自の10項 目の行動 計画 を導 入 してい る。26すなわ ち、連 邦政 府 の行 動計
画 の うち、ベ ル ギー独 自計 画 として雇用 の質 の向上 、SRIの 促進 、持続 可能
な商品戦 略、生 態系保護 等 を挙 げて い るが、 その 中に3項 目の新 計画 、① 世
界 レベ ルでの国 民の健康 向上、②違 法伐採 対策 と持続可 能 な森林 経営 、③ エ
ネル ギー問題 の国際協 力27を 包含 してい る。
6.ド イ ツ
社 民党 と大 連 立 を組 んだ政権 政 党 キ リス ト教 同盟 内で 内紛 が あ るものの、
2006年 第2四 半期 の実 質成長 率 は前期 比0.9%で 、2000年 第1期 以来 の高
成 長 を記録 して い る。 その原 因 として、天候 悪化 に よる建 設関係 の後倒 、W
カ ップの影響 、付加価値 税(16→19%)引 上 げの前倒 等 が挙 げ られ る。
これ まで ドイ ツ において は、H.シ ュ タイ ンマ ン、H.ハ ックス等28に よっ
て主張 され てい る企業 倫理 、法 令遵 守等 は規 範論 的側 面 か ら重要視 され て き
たが、顧 客 サ ー ビス重視 、男女 平 等 とい う面 は、特 に遅 れ てい るの で今 後 、
改 善 しな けれ ば な らない 問題 で あ ろ う。 また、失 業 率 も高 い こ と(2007年
24JETROブ リ ュ ッ セ ル
。
25EU持 続 可 能 な 発 展 政 策 と の 強 調 分 野:① 貧 困 と社 会 的 疎 外 へ の 対 策
、 ② 高 齢 化 対 策 、 ③ 国 民 の
健 康 向 上 対 策 、 ④ 自 然 資 源 の 責 任 あ る 利 用 管 理 、 ⑤ 温 暖 化 効 果 の 測 定 と 効 果 的 な エ ネ ル ギ ー 利 用
対 策 、 ⑥ 交 通 と運 輸 対 策 。








1994.そ の 他Nicklisch,H.等 が 挙 げ られ る が 、 後 者 に つ い て は ナ チ ス を 擁 護 し た とい う こ とで
ド イ ツ で は 言 及 しな い 研 究 者(Wegner,G.R)が 多 い 。
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1月 現在9.9%)も あ って フ ランス と同様 に雇用 の安 定 を重視 して い る こ と
は言 うまで もない。
ドイ ツ政府 として は、2001年4月 に 「持続 可能 な発展、委 員会 」 を設置 し、
2002年4月 には全 国 レベ ルの 「持 続可 能 な発 展戦 略 」 を採 択 して 同戦 略 の
....としてCSRを 促進 してい る29
。
ドイ ツ も原 則 として は、EUのCSRに 関 す る指 令 に従 うが、 それ 以 外 に
自国 のCSRに 関 す る考 え方がEUに どの程 度影 響力 を与 え うるか とい う と
ころも問題 とな ろ う。
7.八 ンガ リー
資本 主義化 の著 しいハ ンガ リー にお いて は、高速道 路が あま り整備 されて
いないた め、一般 道 に何 十 トン もあ る業務 用 トラックが溢 れて い る。 その結
果 、道路 は穴 だ らけで補修 も間 に合 わ ない。 フル ス ピー ドで騒 音 を発 し、 あ
るいは雨 の 日には水溜 ま りの水 を弾 きなが ら疾 走 して い る。
2004年5月(1994年 加 盟 申請)に 、 ハ ンガ リー は チ ェ コ、 ポ ー ラ ン ド、
ス ロヴ ェニ ア等 と共 にEU加 盟 が認 め られ、 それ以来EU指 令 に沿 ったCSR
の取 り込 みが行 われ て い る 〔表2参 照〕30。
8.ル ーマニ ア
2007年1月 に ブルガ リァ と共 にEUに 正 式加 盟 した ル ーマ ニ ア は、 一人
当 た りGDPは 旧加 盟 国平 均 の3割 程度 しか な く、 国民 の平 均 月収 も3万 円
台で他加盟 国 との格差 は大 きい。 あ る ドイツ人 にいわせ る とルー マニ ア製 品
は安価粗 悪だ とい う。 また、汚職 、人 身売買等 の多発 も指摘 され る ところで
あ る。
同国 は、環 境規制 、CSR面 で は、自国 の特 色 を出す こ とに苦慮 しなが らも、
29JETROロ ン ド ン:前 掲 報 告 書
、10頁 。
30上 掲 報 告 書
、11頁 。
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結 果 的 にはEU指 令 の準拠 を 目標 として い る。資金不足 をEUか らの補 助金、
人 材 の不足 を各 国か らの公募 に よって積極 的 に確 保31し よ う としてい る。 ま
た、共 同研 究、雑 誌投稿 等 の場 も積極 的 に準備 してい る。
9.ア メ リ力
最 近 は、エ ンロン、 ワー ル ドコム等 の不祥事件 に よって法令 遵守 、 内部統
制 、企 業倫 理 とい った問題 が 関心 を集 めて い る。
しか し、元来 、 アメ リカ にお いて はEU関 係 者 も述べ て い るよ うに どの会
社 が、 どれだ け、 どの よ うな慈善 事業 に寄 付 したか とい うよ うな社会 的貢献
を重視 して い る。無 論、企業 倫理 、法令遵 守 とい うよ うな問題 も重要 で あ る
が、 ス テー クホルダーが強 い国 だ けにその意 向が大幅 に反 映 され る。
10.日 本
この数年 、環境報 告書 とい う名 称 をCSR報 告書 に変 えて い る企 業 が多 く32、
また徐 々 に、企 業 倫 理、法 令遵 守 等 の問題 もCSR報 告書 の中で その比重 を
増 しつつ あ る。 しか し、依然 として環境 関連 に頁数 の多 くを割 いて い る とこ
ろが 多 い。
多 くの企業 で は、 「企業 行動指 針」 とい う名称 の も とにCSRを 構成 す る項
目のほ とん どが含 まれて い る。
siRomanianAcademy
,InstituteforEconomicForecasting(Prof.IonutPURICA&Dr.
MarioaraIORDAN)及 びJETROブ カ レス トでの イ ンタビュー等 。
32例 え ば、大 島正克(亜 細 亜大)教 授 の調 査分 類結 果 に よれ ば、2006年 版 報 告書 、148社(2種
類 発行企業5社)、153社 をデ ー タベー ス と して分類 した結果 は、以下 の通 りで あ る。
CSR報 告書 ・CSRレ ポー ト69冊(45.1%)
環 境社会報 告書 ・社 会環境報 告書55冊(35.9%)
環 境報 告書23冊(15%)
その他6冊(4.0%)
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V(SR経 営会計の今後の課題
要 す るに、 「環 境 」か ら 「社 会 」へ 重点 の移動 が 顕著 な現在 にお いて、 広
義 の環境 会 計 とCSR経 営会 計 とが 同._と い うよ うな立場 は採 れ ない。環 境
会計 は、CSR経 営会計 の重要 な構成 要 素 の1つ で あ る とい うべ きで あ る。
いず れ にせ よ、CSR経 営会 計 を実施 す る こ とで、 これ まで の財務 や環 境
とい った部分 的領 域 だ けで な く、 「社 会 」 を加 えた よ り広 い観 点 か ら企 業 を
捉 え る こ とがで きるが、以下 の ような難点 もあ る。
第1に 、CSRを 構 成 す る各項 目は多様 で あ り、環 境 問題 よ りも更 に数 量
化 ・貨 幣化 困難 で あ るた め に、序 列化 や比較 が困難 で あ る。 した が って、相
対 的比較 や 同一企 業 にお け る時系列 比較 に とどま る項 目が多 い。 したが って
CSR経 営会 計 は、環 境 会 計 よ りも さ らに会 計 的技 法 に馴 染 み に くい。 た と
えばCSR項 目比較 のた めに、公分 母(等 価 係 数)を 誰 が決 め るか とい う問
題 も生 じ る。
第2に 、CSR構 成 項 目の 中 に は客観 性 が 乏 し く、個 人 的 な主観 に頼 る部
分 も多 く、個人 的判断 を どの よ うに評価 す るか困難 で あ る。
第3に 、 国 に よってCSRの 中身 や重 点 の置 き どころが 異 な るが、統 一 的
なCSRの ス タ ンダー ドを誰が作成 す るか とい う問題 が あ る。
第4に 、風俗 習慣 ・民族 ・文化 ・宗教 ・国情 等 に よって その構 成項 目の評
価 ・認識 が異 な る。
そ の他 、CSR構 成 指標 の多 さ と複雑 さ、報 告 書作 成 に要 す る手数 とコス ト
の問題33等 が あ る。
この よ うな難点 はあ るにせ よ、企 業等 を社会 ・環 境 ・経 済 とい う3局 面 か
ら捉 えて総合 判 断 す る こ とで、均衡 の取 れた評価 が促 進 され る。 それ 故 に、
33JETROロ ン ド ン:前 掲 報 告 書
、2頁 。
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会 計学 的観 点 か らも、各 種 技法 を駆 使 して、可 能 な 限 りCSR経 営会 計 に必
要 な情報 を提 供 しな けれ ぼな らない。
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表1:ト リプルボ トムライ ン
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略 称 国 名=AU=オ ース トリJB二 ベ ル ギ ー 、CS=チ ェコ、DA:デ ンマー ク、FI=フ ィンラン ド、
FR:フ ランス 、DE=ド イツ、GL=ギ リシ ャ、HU=八 ンガ リー 、IE=ア イル ラン ド、
lT=イ タ リア、LA:ラ トビスLT:リ トア ニア、LU=ル クセ ンブル グPL:ポ ー ラン ド、




参 照=JETROロ ン ドン;前 掲 報 告 書 、2005年8月 、11頁 。
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